
板橋区重度脳性麻痺者介護事業運営要綱 

（昭和５０年１０月１３日区長決裁） 

（目的） 

第１条 重度の脳性麻痺者を介護し、生活圏の拡大を図るための援助を行い、もって重度 脳

性麻痺者の福祉の増進を図ることを目的とする。 

（派遣対象者） 

第２条 介護の対象者は、区内に居住する２０歳以上の重度の脳性麻痺者で、その障がいの

程度が身体障害者手帳１級であり、単独で屋外活動をすることが困難なもの（以下「対象者」

という。）とする。ただし、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）における障害福祉サービス（短期入所を除く。）の利用決定、

地域生活支援事業の個別支援型移動支援若しくは地域活動支援センター事業の利用決定又

は介護保険法における訪問介護若しくは通所介護のサービスを受けている場合には、適用

しないものとする。 

（介護人） 

第３条 介護人は、対象者の推薦によるものとし、その範囲を対象者の家族に限定する。な

お、家族とは、親、子、兄弟姉妹及び配偶者をいう。 

（身分） 

第４条 介護人は、区職員としての身分を有しないものとする。 

（対象者の決定） 

第５条 介護を受けようとする対象者は、介護対象資格認定登録申請書（別紙様式１）に、 

介護人推薦書（別紙様式２）及び介護人の介護同意書（別紙様式３）を添付して、区長 

に対し、あらかじめ申請を行うものとする。 

２ 区長は、申請のあった対象者に対して、その資格を審査のうえ、介護対象資格認定登 録

通知書（別紙様式４）又は介護資格非該当通知書（別紙様式５）を交付するものとする。 

（介護人の決定及び介護依頼） 

第６条 区長は、対象者から推薦された介護人に対し、介護人登録通知書兼介護依頼書（別 

紙様式６）を交付し、介護を依頼するものとする。 

（登録者名簿） 

第７条 区長は、第５条第２項の規定により資格認定登録通知をした対象者（以下「登録者」

という。）及び前条の規定により介護人登録通知をした介護人をそれぞれ介護対象資格認定

登録及び介護人登録名簿（別紙様式７）に記載し、常にその状況を把握しておくものとする。 

（登録の取消し） 

第８条 登録者又は介護人が、転居等の理由によりその登録を取り消すときは、介護資格認

定取消届（別紙様式８）又は介護人登録同意取消届（別紙様式９）により、それぞれ区長 

に届け出るものとする。 

２ 区長は、前項の届出により、それぞれの登録を取り消すものとする。 



（介護の回数） 

第９条 区長は、登録者の状況を勘案して１月当たり１２回までの回数で介護の回数を決 

定するものとする。なお、１回は１日を単位とする。 

（介護の内容） 

第１０条 介護人の行う介護は、登録者の屋外への手引き、同行その他必要な用務とする。 

（介護券の発行等） 

第１１条 区長は、登録者に対し、１月分の介護券（別紙様式１０）を月毎に発行し交付す 

るものとする。なお、介護券の発行に際しては、介護券発行簿（別紙様式１１）を備えて 

おくものとする。 

２ 介護券の交付を受けた登録者が介護人から介護を受けた場合は、当該月の介護が終了 

した後速やかに介護券を当該介護人に給付するものとする。 

（介護人に対する手当） 

第１２条 介護人は、登録者への介護に対する手当を請求しようとするときは、当該介護を 

実施した月の翌月の１０日までに、登録者から給付された介護券を請求書（別紙様式１２） 

に添えて区長に提出するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により介護人から請求があった場合は、当該請求があった日から２ 

０日以内に当該手当を支払うものとする。 

３ 前項の手当の額は、東京都在宅障害者福祉事業費等補助金交付要綱（昭和５８年７月２ 

５日付５８福障福第４２１号）第４別表の第２欄に定める基準額、１日当たり６，５６０ 

円を月１２日を限度として支払うものとする。 

（秘密の保持） 

第１３条 介護人は、その介護を行うにあたって、登録者の人権を尊重し、その身上に関す 

る秘密を守らなければならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（関係機関との連絡） 

第１４条 区長は、この事業を実施するにあたって、福祉事務所、民生委員、身体障がい者 

相談員等の関係機関等との連絡を密にするものとする。 

付 則 

この要綱は、昭和 50 年 10 月 13 日から施行し、昭和 50 年４月１日から適用する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 54 年 10 月 1 日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 55 年 4 月 1 日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 56年 6月 15日から施行し、昭和 56年 4月 1日から適用する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 57年 4月 1日から施行する 



付 則 

この一部改正は、昭和 58年 4月 1日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 59年 4月 1日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 60年 4月 1日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 61年 4月 1日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 62年 4月 1日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 63年 4月 1日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、平成元年 4月 1日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、平成２年 4月 1日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、平成３年 4月 1日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、平成４年 4月 1日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、平成５年 4月 1日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、平成 7年 5月 1日から施行し、平成 7年 4月 1日から適用する。 

付 則 

この一部改正は、平成９年 11月 21日から施行し、平成９年 10月 1日から適用する。 

付 則 

この一部改正は、平成 16年７月１日から適用する。ただし、第２条のただし書きの規定に

かかわらず、平成 15 年３月 31 日現在において、本事業を利用していたもので、支援費制

度に移行するサービス（ホームヘルプサービス・短期入所・生活寮及び施設入所を除く） 

を利用していたものが、平成 15年４月１日以降も引き続きそのサービスを利用する場合は、 

区長がやむを得ないと認めるものに限り本事業を適用する。 

付 則 

この一部改正は、平成 18 年 10 月１日から施行する。ただし、第２条のただし書きの規定

にかかわらず、平成 16年７月１日適用の要綱改正の付則により本事業を利用しているもの

については、区長がやむを得ないと認めるものに限り本事業を適用する。 



付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月２６日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

付 則 

この一部改正は、平成３１年４月１日から施行する 

付則 

この一部改正は、令和３年 4月 1日から施行する 

  



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 





 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 



 

 

 

 

 


